
省庁名： 国土交通省

（単位 ： 百万円、(　)の数字は内数）

施策テーマ名 事　業　名
施策・事業の概

要
20年度
要求額

19年度
予算額

備考

バリアフリー新
法に基づく一体
的・総合的なバ
リアフリー化の
推進

国民啓発のため
の心のバリアフ
リーの推進関連

事業

バリアフリーに関
する一般国民の
理解を深めるた
め、身近な生活
空間におけるバ
リアー点検や、
高齢者、障害者
等の疑似体験・
介助体験をする
機会を提供する
ための「バリアフ
リー教室」を開催
する。

(97) (95)



観光の振興に寄
与する人材の育
成

観光まちづくり人
材育成事業

観光まちづくり人
材を育成する取
組の先進事例に
関する情報共
有、人材育成に
おける問題点の
抽出、国からの
情報の提供を行
うための観光ま
ちづくり人材育
成ネットワークの
構築等を通じ
て、各地域にお
ける観光まちづく
り人材育成を実
施することにより
地域の特色を生
かした観光地づ
くりを推進する。

(67) - 平成20年度新規



ボランティアガイ
ド人材育成事業

訪日外国人旅行
者のニーズや新
しい旅行形態に
対応するため、
ボランティアガイ
ドの団体が新規
会員を獲得する
ためのボランティ
アガイド広報・普
及啓発用リーフ
レットの作成、ボ
ランティアガイド
用のバッジの意
匠の作成、表彰
制度の創設、ボ
ランティアガイド
希望者等に対す
る研修会等の実
施によりボラン
ティアガイド育成
を図る。

28 - 平成20年度新規

観光立国の推進

観光圏整備促進
事業のうち観光
ルネサンス事業
（観光振興事業
費補助金）に相
当するもの。

観光立国の推進
及び地域の活性
化を図るため、
訪日外国人旅行
者の受け皿とな
る国際競争力の
高い観光地を効
果的に形成する
ための地域の民
間と行政が一体
となった観光振
興の取組みを総
合的に支援す
る。

(1,051) 290

NPO等への直接
補助



市街地防災事業
に必要な経費

宅地耐震化推進
事業

大地震時等に滑
動崩落の危険性
が特に高い、一
定の要件（相当
数の居住者、公
共施設等への被
害をもたらすお
それ等）を満た
す大規模盛土造
成地について滑
動崩落防止工事
が行われる場
合、工事に要す
る費用について
地方公共団体を
通じて間接補助
を行う。

500 300
ＮＰＯ等への間
接補助

都市防災総合推
進事業

防災上危険な密
集市街地におい
て住民等が地区
の市街地環境の
整備を目的とし
たまちづくりに関
する検討を行
い、まちづくり活
動を活性化す
る。また大規模
地震発生の可能
性の高い地域を
中心に、避難地・
避難路等の整備
を促進し、ハー
ド・ソフト一体と
なって災害に強
いまちづくりを推
進する。

(3,200) （1,832）

・ＮＰＯ等への間
接補助　・20年
度要求額のうち
2,000百万円は
重点施策の予
算。
・19年度予算額
1,832百万円は
重点施策の予
算。



景観に優れた国
土・観光地づく
りの推進に必要
な経費

景観形成総合支
援事業

景観法の活用を
通じた良好な景
観形成による交
流人口の拡大を
通じた地域振
興・活性化に向
け、特に交流人
口の拡大の効果
が大きく見込ま
れる「景観重要
建造物」又は「景
観重要樹木」の
保全活用を中心
とした取組に対
する支援を行う。

500 200
ＮＰＯ等への間
接補助

市街地総合再生
事業

地方公共団体に
よる市街地総合
再生計画の策
定、コーディネー
ト、計画に基づ
いて実施される
市街地再開発事
業その他の事業
に対する補助等
を行う。この中
で、コーディネー
ト業務として、ま
ちづくり活動支
援を行う地方公
共団体等に対す
る補助を行う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

都市再生・地域
再生整備事業に
必要な経費



まちなみデザイ
ン推進事業

地区内権利者等
による協議会組
織が行う良好な
まちなみ形成の
推進方策等の検
討に対して、地
方公共団体を通
して間接補助を
行う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

都市再生総合整
備事業

都市再生のトリ
ガーとなる地区
における先行的
都市基盤整備施
設等の整備や、
都市の魅力と活
力を引き出す都
市拠点の整備を
行う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

都市再生・地域
再生整備事業に
必要な経費



まち再生総合支
援事業
（住民参加型ま
ちづくりファンド
支援事業）

地域の資金を地
縁により調達し、
これを景観形
成・観光振興等
のまちづくりへ誘
導するため、住
民参加型まちづ
くりファンド（公益
信託・公益法人・
市町村長が指定
するＮＰＯ等の非
営利法人・地方
公共団体が設置
する基金）に対し
て、資金拠出に
よる支援を行う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

まちづくり交付金

市町村が作成し
た都市再生整備
計画に位置付け
られたハード事
業（道路、公園、
住宅等）からソフ
ト事業（まちづく
り活動支援等）
までの幅広い事
業に活用できる
交付金を交付す
る。

(354,557) (295,029)

・ＮＰＯ等への間
接交付　・20年
度要求額のうち
20,000百万円は
重点施策の予
算。

都市再生・地域
再生整備事業に
必要な経費



都市交通システ
ム整備事業

総合的な都市交
通の戦略や法律
に基づく明確な
政策目的を持っ
た計画に基づい
て実施される歩
行者通路・広場
等の公共的空
間、駐車場、バリ
アフリー交通施
設等の整備に対
し支援するととも
に、戦略に基づく
公共交通の施設
整備に対し包括
的に支援を行
う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

暮らし・にぎわい
再生事業

中心市街地の再
生を図るため、
内閣総理大臣に
よる中心市街地
活性化基本計画
の認定を受けた
地区について、
都市機能のまち
なか立地、空き
ビル再生、多目
的広場等の整備
等を総合的に支
援する。

(354,557) (295,029)

・ＮＰＯ等への間
接補助　・20年
度要求額のうち
20,000百万円は
重点施策の予
算。

都市再生・地域
再生整備事業に
必要な経費



都市再開発支援
事業

地区再生計画作
成費、コーディ
ネート業務に要
する費用及びま
ちづくりＮＰＯ等
が行う街区整備
計画案作成費等
に対して補助を
行う。

(354,557) (295,029)
ＮＰＯ等への間
接補助

都市・地域づくり
の推進に必要な
経費

超長期住宅推進
環境整備事業

超長期住宅にふ
さわしい良好な
街なみの維持・
形成に資する地
域マネジメント
や、住替え・二地
域居住の推進に
資する空き住宅
の再生・活用等
を行うNPO等に
対して助成を行
う。

300 －

・ＮＰＯ等への直
接補助
・平成20年度新
規

まちづくり計画策
定担い手支援事
業

密集市街地等に
おいて、地権者
組織等による都
市計画の提案素
案の作成を支援
することにより、
市町村による地
区計画等の都市
計画決定を促
し、これにより自
律的な建替えを
促進し、市街地
の整備改善を図
る。

200 200
ＮＰＯ等への直
接補助

都市再生・地域
再生整備事業に
必要な経費



都市水環境整備
事業等に必要な
経費

緑地環境整備総
合支援事業

民間が主体と
なった緑地の保
全及び緑化の推
進を図るため、
緑地管理機構等
が行う市民緑地
等の公開に必要
な施設の整備に
ついて支援す
る。

(6,593) (5,369)
ＮＰＯ等への間
接補助

都市地方連携推
進に要する経費

都市地方連携推
進事業

都市と地方の農
山漁村の市町村
や住民等の連携
による先導的な
交流や都市機能
の集約をハード・
ソフトの両面から
一体的に支援す
る。

(400) （334）
ＮＰＯ等への間
接補助

緑地環境の保全
等の対策に必要
な経費

歴史的環境形成
総合支援事業

国の認定を受け
た歴史的環境保
全整備計画（仮
称）に基づいて、
地方公共団体等
が行う、歴史的
に重要な施設の
保存・復原に係
る整備及び当該
施設の周辺施設
の整備や歴史的
に重要な施設を
活用したソフト事
業を総合的に支
援する。

2,000 -

・ＮＰＯ等への補
助（検討中）
・平成20年度新
規



住宅防災事業に
必要な経費

住宅市街地総合
整備事業

関係機関・地域
住民との調整業
務、まちづくり協
議会等の運営・
活動 (勉強会、
資料収集等)、協
議会が委託する
コンサルタント派
遣等に要する費
用に対し補助す
る。

(47,829) (37,633)
ＮＰＯ等への間
接補助

住宅市場の環境
整備に必要な経
費

あんしん賃貸支
援事業

高齢者、障害
者、外国人、子
育て世帯の入居
を受け入れるこ
ととする民間賃
貸住宅に関する
登録制度を整備
し、地方公共団
体、仲介事業
者、社会福祉法
人・ＮＰＯと連携
して、高齢者等
の入居の円滑化
と安心できる賃
貸借関係の支援
を行う。

(250) (150)
ＮＰＯ等への間
接補助



住宅対策事業に
必要な経費

地域住宅交付金

地方公共団体が
作成した地域住
宅計画に位置付
けられたハード
事業（公的賃貸
住宅整備等）か
らソフト事業（住
宅相談・住情報
提供等）までの
幅広い事業に自
由に活用できる
交付金。

(250,000) (187,000)
ＮＰＯ等への間
接交付

ＮＰＯ等の水辺
での活動支援

「子どもの水辺」
再発見プロジェ
クト

登録された「子ど
もの水辺」にお
いて子どもの水
辺サポートセン
ターからの活動
に必要な資機材
の貸出、情報の
提供等の支援。
また、ハード的な
整備が必要な場
合は子どもたち
等が水辺に近づ
きやすい河岸、
子どもが水辺を
歩きやすいよう
遊歩道を設置す
る等の施設整備
を実施。

(1,322,337) （1,166,232）

ＮＰＯ等の参加
の推進

自然再生事業

蛇行河川の復元
や湿地・干潟の
再生等の自然再
生事業。

(1,322,337) （1,166,232）



日本風景街道に
おける地域活動
と連携した道路
景観向上に関す
る調査検討

日本風景街道

道路ならびにそ
の沿道や周辺地
域を舞台に、多
様な主体による
協働のもと、景
観、自然、歴史、
文化等の地域資
源や個性を活か
した国民的な原
風景を創成する
運動を促し、観
光の振興や地域
の活性化に寄与
することを目的と
する「日本風景
街道」を推進。
具体的には、地
域活動と連携し
た道路景観の向
上等に関する調
査検討を実施。

300 150

地域における福
祉タクシー等を
活用した福祉輸
送のあり方に関
する調査

地域における福
祉タクシー等を
活用した福祉輸
送のあり方に関
する調査

福祉有償運送の
先進地域を中心
として、福祉輸送
のニーズ把握方
策の開発、運営
協議会のあり方
等の検討を行
い、地域の望ま
しい福祉輸送の
整備手法につい
て調査する。

21 - 平成20年度新規



海辺におけるＮ
ＰＯ等との連携

海辺の環境教育
の推進

みなとの良好な
自然環境の市民
による利活用を
促進し、自然環
境の大切さを学
ぶ機会の充実を
図るため、自治
体やＮＰＯなどが
行う自然・社会
教育活動等の場
ともなる藻場・干
潟等の整備を行
う。

(273,956) （234,110）

民間海難援助団
体の育成・　強
化

救助用物品の無
償貸付

「物品の無償貸
付及び譲渡等に
関する法律（昭
和２２年法律第２
２９号）」に基づ
き、ボランティア
として海難救助
を行っている水
難救済会に対し
て救助用物品の
無償貸付を行
う。

1.5 1.5



海上保安官に協
力援助した者等
への災害給付

「海上保安官に
協力援助した者
等の災害給付に
関する法律」（昭
和２８年法律第３
３号）に基づき、
海難救助活動等
に際して、負傷、
疾病等を負った
協力援助者等に
対して災害給付
を行う。

11.7 9.4

海洋環境保全対
策の充実強化

「全国海の再生」
の推進

海洋環境保全推
進員等のボラン
ティア等が、海洋
環境の保全に関
する啓発活動に
必要な知識を身
に付けるための
海洋環境教育指
導者講習会等を
開催する。

1.3 1.3



海上交通安全対
策の充実強化

海上安全指導員
制度

プレジャーボート
等の小型船舶の
運航について、
十分な知識、技
能及び経験の有
する者を、海上
安全指導員とし
て指名し、他の
小型船舶操船者
に対して安全意
識の高揚及び知
識の普及を図る
ため、海難の未
然防止等に関す
る指導活動を実
施する。

1.1 1.1


